平成23年度　第1回産業医部幹事会議事録
日時：平成23年5月17日（火）　15：00～17：00
場所：東京都立産業貿易センター　中3階　第3・第4会議室（第84回学術集会 第9会場）
出席者：広瀬　俊雄（部会長）、斉藤　政彦（副部会長）、伊藤　正人、彌富　美奈子、色川　俊也、
織田　進、加藤　憲忠、佐藤　修二、佐藤　広和、谷山　佳津子、寺澤　哲郎、中平　浩人、中西　一郎、中屋　重直、昇　淳一郎、服部　真、森口　次郎、宮本　俊明

田畑　正司（オブザーバー）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計19名
欠席者：岩田　全充、宇土　博、小田原　努、杉原　由紀、福本　正勝、山本　真二　　　  計 6 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（五十音順：敬称略）

議題：

審議事項
1． 産業医部会の新役員および業務推進体制について
平成23年5月17日実施の幹事会において平成23年度～24年度任期の部会長選挙を実施し、当学会産業医部会規程第6条第3項に基づき、最多得票となった広瀬幹事を新しい部会長として推薦することが提起され、本幹事会において承認された。これにより、部会長に広瀬幹事が再選された。広瀬部会長より新役員として、副部会長に斉藤幹事、総務・会計および労働衛生関連法制度検討委員会担当に宮本幹事、広報担当に福本幹事、四部会合同企画担当に佐藤広和幹事、総務および生涯教育・研究活動支援分科会担当に昇幹事をそれぞれ指名する旨の提案があり、承認された。
今般の広瀬新部会長の就任に伴い、前任期同様の措置として、同部会長所属地方会である東北地方会からの選出幹事を部会長在任期間中のみ1名増員することについても提案があり、色川幹事の選出が承認された。
2． 産業医部会における政策課題について
①「産業保健に関わる急速な変更が産業現場にもたらす混乱に対する懸念」に関する部会員からの意見について
広瀬部会長より、当部会幹事会声明（平成22年8月10日：産業保健にかかわる急速な変更が産業現場にもたらす混乱に対する懸念）に関連する意見が会員である木村隆氏から提起され、部会報記事として、7月号（第43号）に掲載予定であることの説明があった。
　　②日本労務学会との連携について

広瀬部会長より、連携窓口を当部会では広瀬部会長および宮本幹事、同学会では廣石専修大学教授とし、現在、各地方部会において実施中の職場改善セミナーCD教材活用研修終了後の取組みとして、労務管理的テーマを取り扱う研修会等を同学会地方組織と連携して取り組みたい旨の説明があった。
３．産業医部会報について

斉藤副部会長より、部会報発行状況について、3月号（第42号）が東日本大震災の影響により1ヶ月遅れて発行されたこと、および、7月号（第43号）の発行準備状況について説明があった。また、会員からの意見収集等の部会報の役割を更に強化するため、若手会員の意見を積極的に紹介すること、および、執筆者に対する締め切り厳守を改めて周知徹底することについて説明があった。
４．第21回全国協議会（福岡）について

　　　　織田幹事（企画運営委員長）より配布資料に基づき準備状況について説明があり、11月23日（水）・24日（木）に四部会合同セミナー、11月24日（木）に実地研修、各部会幹事会および自由集会、11月25日（金）にシンポジウムおよびリレーワークショップ、11月26日（土）にメインシンポジウムを開催予定であること、参加登録受付期間を平成23年6月1日～11月14日とすることについて説明があった。また、11月23日（水）には、職場改善セミナーCD教材を活用した産業医研修会を同協議会主催で開催することについても説明があった。

　　　　広瀬部会長より、11月24日（木）に開催予定の産業医限定自由集会については、クローズドの集会という特性を生かして先般の東日本大震災および原発事故に関連した討議を行う場として、宮本幹事および昇幹事にて企画検討するよう要請があった。
５．産業医部会総会について
昇幹事より、5月20日（金）の産業医フォーラムに引き続いて行われる当部会総会において提示予定の平成22年度収支報告について説明があった。また、同総会の中で、広瀬部会長から岡田前部会長に対して感謝状が贈呈されることについて説明があった。

６．次回幹事会について
　　　　広瀬部会長より、7月8日(金)に東京都内にて第2回幹事会を開催したい旨の提案があり、承認された。
報告事項
１．理事会活動状況について
斉藤副部会長より、直近の理事会活動状況等について、東日本大震災関連への対応としてメッセージ・関連情報提供（平成23年3月17日：東北地方太平洋沖地震・東日本大震災への対応について）および声明発表（平成23年4月29日：東日本大震災による福島第一原子力発電所事故における作業者の放射線健康管理について）を実施していること、本幹事会翌日の平成23年5月18日の当学会総会において公益社団法人移行に向けた定款改正案が提案されることが報告された。
以上







